
構想が⽬指す基本⽅向構想の意義

①東京圏をはじめ地域の⾼齢者の希望に応じた地⽅や「ま
ちなか」などへの移住⽀援

・移住希望者に対してきめ細かな⽀援を⾏う。東京圏等から地⽅へ
といった広域的な移動を伴う移住のみならず、「まちなか」への
転居など地域内での移動を伴う取組も想定

②健康でアクティブな⽣活の実現
・健康な段階からの⼊居を基本とし、⽬標志向型の「⽣涯活躍プラ
ン」に基づき、健康づくりや就労、⽣涯学習など社会活動に主体
的に参加することを⽬指す

④「継続的なケア」の確保
・医療介護が必要となった時に、⼈⽣の最終段階まで尊厳ある⽣活
が送れる「継続的なケア」の体制を確保。重度になっても地域に
居住しつつ介護サービスを受けることを基本とする

③地域社会（多世代）との協働
・⼊居者が地域社会に積極的に溶け込み、⼦どもや若者など多世代
との協働や地域貢献できる環境を実現する。ソフト⾯全般にわた
る「運営推進機能」の整備や、地域包括ケア関連施策との連携も
重要

⑤ＩＴ活⽤などによる効率的なサービス提供
・医療介護⼈材の不⾜に対応し、ＩＴや多様な⼈材の活⽤、⾼齢者
などの積極的な参加により、効率的なサービス提供を⾏う

⑥⼊居者の参画・情報公開等による透明性の⾼い事業運営
・⼊居者⾃⾝がコミュニティの運営に参画するという視点を重視

⑦構想の実現に向けた多様な⽀援
・情報⽀援、⼈的⽀援、政策⽀援により構想の具体化を後押し

①⾼齢者の地⽅移住の希望実現
・東京在住者の意向調査によると、地⽅の移住希望者は、50代では男性は
50.8％、⼥性は34.2％となっている
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②地⽅へのひとの流れの推進
・年齢階級別の東京圏からの移住状況は、ほとんどの年齢階級で東京圏へ転⼊超過
となっている中、50〜60代は、東京圏からの転出超過になっている

③東京圏の⾼齢化問題への対応
・東京圏では今後急速に⾼齢化が進む。特に75歳以上の後期⾼齢者は2025年まで
の10年間で約175万⼈増⼤し、医療介護の確保が⼤きな課題となる

75歳以上⼈⼝（万⼈） 増加数（万⼈）2015年 2025年
東京都 147.3 197.7 50.5
神奈川県 101.6 148.5 47.0
埼⽟県 76.5 117.7 41.2
千葉県 71.7 108.2 36.6
⼀都三県 397.0 572.1 175.2

（資料出所）内閣官房「東京在住者の今後の移住に関する意向調査」（2014年８⽉）、総務省「住⺠基本台帳⼈⼝移動報告（2014年）」、国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の将来推計⼈⼝（平成24年1⽉推計）」

◎「⽣涯活躍のまち」構想は、「東京圏をはじめとする地域の⾼齢者が、希望に応じ地⽅や「まちなか」に移り住み、多世代と交
流しながら健康でアクティブな⽣活を送り、必要に応じて医療・介護を受けることができるような地域づくり」を⽬指すもの。

「⽣涯活躍のまち」構想①－基本的な考え⽅－
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平成27年12⽉11⽇ ⽇本版CCRC構想有識者会議「『⽣涯活躍のまち』構想（最終報告）」【概要】
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◎「⽣涯活躍のまち」構想の具体像を「⼊居者」「⽴地・居住環境」「サービスの提供」「事業運営」の観点から提⽰。
➡構想の趣旨から⼀定⽔準を確保する⼀⽅で、地域の特性やニーズに即した「多様性」を尊重することが必要。

◎構想に求められる要件は、①⼊居者の安⼼・安全の確保などの視点から、地域の事情に関わりなく遵守しなければならない「共
通必須項⽬」と②地域の特性や希望する地域づくりに応じた「選択項⽬」に区分される。

Ⅰ.⼊居者
①⼊居者の住み替え形態 ➡ 「広域移住型」⇔「近隣転居型」
②⼊居者の所得等 ➡ ⼀般的な退職者を基本としつつ、富裕層も想定
③⼊居者の属性 ➡ Ｕターン・趣味嗜好等の「個⼈のニーズ」や、地
域の求める専⾨知識・技術等の「地域のニーズ」に着⽬し、地域の
実情に応じて募集。その際、⼊居者の属性に応じた⽀援が重要

Ⅱ.⽴地・居住環境
①どこに⽴地するか ➡ 「まちなか型」⇔「⽥園地域型」
②地域的広がりをどうするか ➡ 「タウン型」⇔「エリア型」
③地域資源をどう活⽤するか ➡ 既存施設や空き家の活⽤、団地再⽣
など多様なケースが想定
④「地域包括ケア」との連携 ➡ 既存の福祉拠点の活⽤や介護保険制
度の「⽣活⽀援コーディネーター」との兼任等により、⾼齢者が社
会参加しながらサービス利⽤できる地域づくりが可能

Ⅲ.サービスの提供
①住み替えサービス ➡ ⾼齢者の現在の持ち家等を若年層などに売っ
たり貸したりできるような⽀援
②就労・社会参加⽀援サービス等 ➡ 地域の特性や個⼈のニーズに応
じ、就労・社会参加・⽣涯学習など多様なプログラム

◎地域の特性や強みを活かす ＝ 「選択項⽬」◎⼊居者の安⼼・安全を確保する ＝ 「共通必須項⽬」

Ⅳ.事業運営
①多様な事業主体の参画 ②事業主体に応じた経営⾯の⼯夫や初期費
⽤・維持費⽤の抑制 ③コミュニティの⼈⼝構成維持

Ⅰ.⼊居者
①⼊居希望の意思確認 ➡ 構想の基本理念を理解し、⼊居意思が明確
な者とすることが必要。意思確認のための丁寧なプロセス（事前相
談・意⾒聴取、お試し居住など）を⽤意
②⼊居者の健康状態 ➡ 健康な段階からの⼊居が基本。要介護者も排
除しない
③⼊居者の年齢 ➡ 早めの住み替えや、⼊居する地域での活躍を念頭
に、50代以上を中⼼とした幅広い年齢構成とすることが望ましい

Ⅱ.⽴地・居住環境
①地域社会（多世代）交流・協働 ➡ ⾼齢者が地域社会に溶け込み、
多世代と交流・協働できる環境を整備
②⾃⽴した⽣活ができる居住空間 ➡ 共同⽣活と個⼈⽣活のバランス
に配慮し、安⼼して⾃⽴した⽣活が送れる居住環境を提供
③⽣活全般のコーディネート（運営推進機能） ➡ 「地域交流拠点」
を整備し、⼊居者の⽣活全般を⽀えるコーディネーターを配置

Ⅲ.サービスの提供
①移住希望者への⽀援 ➡ マッチングやお試し居住などの⽀援
②「健康でアクティブな⽣活」を⽀援するプログラムの提供
➡ 個⼈のスキル活⽤やポテンシャル開拓の視点を踏まえた「⽬標
志向型」の「⽣涯活躍プラン」の策定・「⽀援プログラム」の実施
③「継続的なケア」の提供 ➡ ⼈⽣の最終段階まで尊厳ある⽣活が送
れる体制を地域の医療機関等と連携して確保

Ⅳ.事業運営
①⼊居者の事業への参画 ②事業運営やケア関係情報の公開
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「⽣涯活躍のまち」構想②－構想の具体像－



◎国:構想に関する基本⽅針を策定するとともに、地⽅⾃治体や事業主体を⽀援するため、情報⽀援、⼈的⽀援、政策⽀援のあら
ゆる側⾯から⽀援。

◎地⽅⾃治体:地域の特性や強みを活かして具体的な構想を検討し、地域の関係事業者等と協⼒しながら、基本計画の策定、運営
推進機能を担う事業主体の選定、事業計画の策定等を⾏う。

◎事業主体（運営推進法⼈）:地⽅⾃治体の基本コンセプトを踏まえ、地域交流拠点の設置やコーディネーターの配置、関係事業
者との連携により、⼊居者に対するサービス提供やコミュニティの運営を⾏う。

１.基本⽅針の策定
・「⽣涯活躍のまち」構想
の基本的考え⽅を提⽰

２.「基本計画」の確認・
調整
・地⽅⾃治体が策定した
「基本計画」の確認・調
整

３.政策的な⽀援措置等
・必要な法制を含め制度化
を検討
・地⽅⾃治体における構想
具体化に向けて、情報⽀
援、⼈的⽀援、政策⽀援
のあらゆる側⾯から⽀援

１.「地⽅版総合戦略」の策定
・「⽣涯活躍のまち」構想を規定
２.「基本計画」の策定

３.運営推進法⼈の選定・監督
４.「事業計画」の策定

地⽅⾃治体国
１.法⼈形態
・⺠間企業、医療法⼈、社会福祉法⼈、NPO、まちづくり会社等

※ ⾃治体が公募するケースもある。
２.機能・業務

３.組織・体制

「⽣涯活躍のまち」運営推進法⼈
（コミュニティの運営・事業推進を担う事業主体）

＜基本計画＞
◎構想の基本コンセプト
①⽬標
②対象区域
③計画期間 など

①「事業計画」（案）の策定
②⼊居者の募集・選定、移住者⽀援（お試し居住など）
③⼊居者の「⽣涯活躍プラン」作成とサービス提供機関との調整
・「⽣涯活躍プラン」を通じ、他の事業者と連携して、各種サービ
ス・プログラム（教育、スポーツ、社会参加、就労など）を提供

④関係⾃治体、関係機関等との連携の確保
⑤⼊居者のコミュニティ運営への参画の確保
⑥事業・財務状況等の情報公開など

＜⼈材⾯＞運営管理や⼊居者⽀援を担うコーディネーターの配置
＜ハード⾯＞「地域交流拠点」の設置、⾒守り・通報などＩＴ環境
の整備など

＜組織⾯＞⼊居者、関係⾃治体、関係機関、サービス提供機関等が
参画する「運営協議会」を設⽴・運営

①地⽅⾃治体
が「基本計
画」を策定

②基本計画提出

③⽅向性の
確認・調整
③⽅向性の
確認・調整 ④選定

⽀
援

住まい
（サービス付き⾼齢者向け住宅など）

医療・介護
(病院、介護事業所)

⼤学など
地域教育機関

その他
関係機関

連
携

連
携

連
携

＜＜ イメージ図 ＞＞

⽀
援
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＜事業計画＞
◎構想の実現に向けて具体的に
取り組むべき事項
①移住⽀援に関する取組
②住宅整備に関する取組
③社会的活動に関する取組
④医療介護に関する取組など 連携

⑤地⽅⾃治体
が「事業計
画」を策定

協
議

事業計画検討会

「⽣涯活躍のまち」構想③－各主体の役割分担と連携－

事業計画（案）

地⽅⾃治体が
求める場合



◎「⽣涯活躍のまち」構想の実現に向けた取組として、まず、地⽅⾃治体が、地域の特性や強みを活かした、構想の基本コンセプ
トを固め、地域の実情に応じた構想をとりまとめることが重要。この構想に基づき、地⽅⾃治体は「基本計画」を策定するとと
ともに、適切な事業主体を選定し、関係事業者と協⼒しながら事業化に取り組む。

（1）検討組織の設置
○庁内の部局横断的な検討組織の設置や、官⺠の構想検討会議の設置（産業
界、教育機関、地域⾦融機関など地域関係者が参加） など

（2）構想のとりまとめ、「地⽅版総合戦略」への反映
①官⺠の構想検討会議において、構想の⽅向性や基本コンセプトについて議
論・意⾒聴取 ➡ 構想をとりまとめ

②とりまとめた構想を「地⽅版総合戦略」に盛り込むことができるよう、総
合戦略策定に関する審議会等において検討（産官学⾦労⾔・議会におい
て審議・検討） ➡ 「地⽅版総合戦略」に反映

（3）⽣涯活躍のまち基本計画（仮称）（基本計画）の策定
〇事業を⾏う対象区域や計画期間、計画を通じた⽬標などを設定
※構想の策定に向けた検討とあわせて「基本計画」についても⼀体的に検討・
議論を⾏うことも考えられる

（1）事業主体の選定
〇「⽣涯活躍のまち」事業の運営推進機能を担う事業主体（運営推進法⼈）
を選定
※地域の実情に即して、公募して運営推進法⼈を選定することも可能

（2）⽣涯活躍のまち事業計画（仮称）（事業計画）の策定
○構想の実現に向けて、「基本計画」の内容を踏まえ具体的に取り組むべき
事項を記載
・事業対象区域への移住を希望する者への情報の提供、お試し居住や⼆地域居
住などの取組
・⾼齢者に適した住宅の整備やまちづくりに向けた取組
・⾼齢者の就労や⽣涯学習など社会活動への参加に向けた取組
・医療・介護サービスの提供体制・関係機関との連携に向けた取組
○「基本計画」を策定した⾃治体のほか、地域の様々な関係者が参画する
「⽣涯活躍のまち事業計画検討会（仮称）」を設置し、「事業計画」に盛
り込まれる内容について協議し、多様な意⾒を適切に反映

（3）⼊居募集
○⼊居希望者に対する事前相談、「お試し居住」や「⼆地域居住」などを実
施
※⼊居者募集の際は、⼊居者の出⾝地や趣味嗜好などの「個⼈的なニーズ」、
地域が求める専⾨知識・技術をもった「地域のニーズ」に着⽬して取組を⾏
うことが重要
※⼊居者を特定の年齢に偏らずに幅広い年齢構成とすることが、⼊居後ある時
期にケアが⼀⻫に必要となる事態を避けることができるなど、コミュニティ
の持続的安定性の点で望ましい

１．構想の検討、「基本計画」の策定 ２．事業化に向けた取組

３．事業の開始（⼊居開始）

「⽣涯活躍のまち」構想④－事業化プロセスー

※「⽣涯活躍のまち」構想を具体化するにあたっては、中⻑期的に事業の
⾃⽴性や持続可能性を確保する観点から、事業の実現性や継続性、地
域への効果などについて、関係事業者のみならず教育機関、地域⾦融
機関、住⺠など幅広く知⾒を結集して検討を⾏うことが重要
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◎⼊居希望者に対しては、丁寧な意思確認プロセスを⽤意するほか、多様な移住⽀援を⾏う。⼊居後は、個々⼈のニーズに応じた
「⽣涯活躍プラン」が提供され、「健康でアクティブな⽣活」の実現が図られるようにする。医療介護が必要となった時に、
⼈⽣の最終段階まで尊厳ある⽣活が送れる「継続的なケア」の体制を確保する。

◎その実現のため、事業主体（運営推進法⼈）は、 「地域交流拠点」を整備するとともに、運営管理や⼊居者⽀援を担う「コー
ディネーター」を配置する。

「⽣涯活躍のまち」運営推進法⼈
（コミュニティの運営・事業推進を担う事業主体）

健康増進
サービス機関

医療・介護
(病院、介護事業所)

⼤学など
地域教育機関

NPO,ボラ
ンティア

⼊居希望者

１. ⼊居の事前相談
※事前に⼊居者同⼠が集まって意⾒交換するケースも

２.「お試し居住」による⼊居

３.⼊居の決定

４.「⽣涯活躍プラン」に基づく
「⽀援プログラム」の提案・検討・了承

５.多様な「⽀援プログラム」の実施

６.成果の検証 医療介護が必要となった時

継続的なケアの提供

就労⽀援
機関

運営推進機能
「コーディネーター」の配置

（コミュニティ全体の運営管理と⼊居者⽀援）

「地域交流拠点」の設置
（⼊居者や地域住⺠が参加、多世代交流も）

・⼊居者の募集選定
・移住者⽀援

・「⽣涯活躍プラン」の作成
・サービス提供事業者との調整

・⾃治体、関係機関
との連携の確保

・⼊居者のコミュニ
ティ運営への参画

・事業・財務状況等
の情報公開

⼊居募集

⼊居希望・問い合わせ

移住者⽀援

提案

提供

提供

連
携

連
携

連
携

連
携

連
携

PDCAサイクル

⼊居・サービス契約

「⽣涯活躍のまち」構想⑤－⼊居・サービス利⽤－



「⽣涯活躍のまち」構想⑥－構想実現に向けた⽀援－

◎国は、地⽅⾃治体が主体的に「⽣涯活躍のまち」構想の実現・普及に向けた取組を円滑に進めることができるよう、「情報⽀
援」「⼈的⽀援」「政策⽀援」のあらゆる側⾯から、地⽅⾃治体や事業主体が実施する事業を⽀援。各種⽀援を通じて浮かび上
がるニーズ・課題を政策⽀援等に反映し、取組を進めていく。

■政策⽀援
①構想の実現に向けた制度化
⇒⾼齢者が多世代と交流しながら活躍できる地域づくりを
進めるため、「⽣涯活躍のまち」構想について必要な法制
を含め制度化を検討

②既存制度・事業の活⽤促進
⇒移住相談からソフト⾯・ハード⾯の環境整備まで既存制
度等の活⽤を促進

③財政的⽀援（新型交付⾦）を通じた先駆的な取組の⽀援
⇒「新型交付⾦」を活⽤し、地域に合った構想の実現を財
政⾯から⽀援

④円滑な住み替えに向けた中古住宅の流通の促進
⇒中古住宅市場の活性化により、住み替え先における⽐較
的安価な居住の場の確保、住み替え前の住居の円滑な資
⾦化を推進

⑤構想の実現において⼤学等の教育機関に期待される役割
⇒⼤学においては、⽣涯学習・学び直しの機会の提供や、
⼤学の⼈材・知⾒・研究成果等の活⽤などの取組が期待

⑥介護保険制度における財政調整の⾒直し
⇒現⾏の調整交付⾦の配分効果を検証しつつ、次期制度改
正に向け調整交付⾦の配分⽅法の⾒直しを検討

■⼈的⽀援
○構想に関する取組の普及・横展開を図るため、「⽣涯活躍
のまち⽀援チーム（仮称）」を⽴ち上げ、関係省庁が連携
して積極的な⽀援を実施
⇒「⽣涯活躍のまち」構想の推進意向がある地⽅⾃治体の
取組を通じて、地域における課題やニーズを把握・検討
し、必要に応じて政策⽀援等に反映していく

■情報⽀援
○構想の具体化プロセスに関する「⼿引き」を策定
⇒構想の具体化にあたって参考になりうる具体的な事例や
活⽤しうる施策の周知・活⽤促進
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⽣涯活躍のまち⽀援チーム（仮称）について

7

○「⽣涯活躍のまち」構想を推進する意向のある地⽅⾃治体の取組を通じて、地域における課題やニーズを把
握・検討し、必要に応じて政策⽀援等に反映していくことで、「⽣涯活躍のまち」構想に関する事業の具体化
に向けた取組の普及・横展開を図るため、内閣官房に「⽣涯活躍のまち⽀援チーム（仮称）」を設置する。

※検討するテーマ等に合
わせて有識者や事業者
に参画を依頼する場合
がある

オブザーバー
（事業者等）

⽣涯活躍のまち
⽀援チーム
（仮称）

都道府県・市町村
（検討の対象とする地⽅⾃治体）

内閣官房
まち・ひと・しごと
創⽣本部事務局

厚⽣労働省

経済産業省

国⼟交通省

⽂部科学省

構想の実現・普及に
向けた更なる政策⽀援等

地⽅⾃治体
・

関係事業者等
相談等

反映

情報
提供

※必要に応じて
他省庁の追加
がありうる。

政策現場におけ
るニーズ・課題
等の把握・検討

検討成果の波及・横展開



・⼊居者
「広域移住型」⇔「近隣転居型」、

・⽴地・地域的広がり
「まちなか型⇔⽥園地域型」
「タウン型⇔エリア型」

・事業者
（⺠間企業、医療法⼈、社会福祉法⼈、学
校法⼈、NPO法⼈等）

・提供サービス
（就労、社会参加、⽣涯学習等）

8

選定の観点

※⽀援チームは選定した地⽅⾃治体のみを⽀援するものではなく、説明会の実施やホームペー
ジでの公表等により情報の共有化を⾏う。

※⽀援チームの選定をもって、新型交付⾦等の交付対象とするものではない。

・構想の推進意向があるか？
・地⽅版総合戦略に位置づけられているか？

・既に検討組織を設置しているか？
・関係機関と連携し、調査等が⾏われているか？
・具体的なプロジェクトのイメージがあるか？

など

地⽅⾃治体が⾏う「まちづくり」として位置
づけられているか？

①

具体的な進捗状況はどうか？

②

横展開の参考となるような多様性を確保でき
るか？（類型の多様化）

③

○平成27年11⽉１⽇現在の意向等調査の結果を踏まえ、以下の観点から「⽣涯活躍のまち⽀援チーム（仮称）」
が検討の対象とする地⽅⾃治体を選定する。

⽣涯活躍のまち⽀援チーム（仮称）が検討の対象とする地⽅⾃治体について



◆第２回「⽣涯活躍のまち」構想に関する意向等調査
（※検討の対象とする地⽅⾃治体の選定の参考資料）
○推進意向の有無
○地⽅版総合戦略の策定状況 等

◆⽀援チームが検討の対象とする⾃治体の選定
○「地⽅版総合戦略」に「⽣涯活躍のまち」構想が盛り込まれており（盛り込まれるこ
とが確実なものも含む）、検討組織が設置されて構想の基本コンセプトに合致した検
討や取組が進んでいるなど⼀定の熟度がある地⽅⾃治体 等

◆第１回⽣涯活躍のまち⽀援チーム（仮称）
○当⾯の進め⽅
○地⽅⾃治体の取組状況の報告
○ニーズ・課題等の把握
○関係施策の紹介 等

⽣涯活躍のまち⽀援チーム（仮称）の当⾯の進め⽅
２７年度

２８年度

【27年11⽉】

【27年度中】

○地⽅⾃治体からのニーズ・課題を踏まえ制度等に反映 等
【28年度〜】
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推進意向のある地⽅⾃治体 推進意向のある地⽅⾃治体

北海道

北海道、函館市、旭川市、室蘭市、網⾛市、江別市、⾚平市、名寄市、滝
川市、砂川市、深川市、登別市、恵庭市、伊達市、当別町、松前町、知内
町、厚沢部町、余市町、奈井江町、栗⼭町、沼⽥町、鷹栖町、占冠村、下
川町、⾳威⼦府村、猿払村、津別町、⼤空町、豊浦町、壮瞥町、洞爺湖町、
⼠幌町、上⼠幌町、⿅追町、釧路町

滋賀県 滋賀県、近江⼋幡市

⻘森県 ⻘森市、弘前市、今別町、東通村 京都府 福知⼭市、京丹後市
岩⼿県 陸前⾼⽥市、⼋幡平市、雫⽯町、⽮⼱町、平泉町、洋野町 ⼤阪府 ⼤阪府、⼤阪市、吹⽥市、河内⻑野市、箕⾯市、⽻曳野市、阪南市
宮城県 気仙沼市、岩沼市、涌⾕町 兵庫県 兵庫県、神⼾市、三⽊市、加⻄市、宍粟市、神河町、⾹美町
秋⽥県 秋⽥県、秋⽥市、⼤館市、男⿅市、湯沢市、⿅⾓市、藤⾥町、⽻後町 奈良県 橿原市、桜井市、平群町、川⻄町、⼗津川村、下北⼭村

⼭形県 ⼭形県、酒⽥市、村⼭市、⻑井市、中⼭町、河北町、⼤⽯⽥町、最上町、
⾈形町、川⻄町 和歌⼭県 和歌⼭市、紀の川市、すさみ町

福島県 猪苗代町、⾦⼭町、会津美⾥町、泉崎村、川内村、浪江町 ⿃取県 ⿃取県、湯梨浜町、南部町
茨城県 笠間市、稲敷市、桜川市、⼤洗町、阿⾒町 島根県 島根県、松江市、出雲市、安来市、雲南市、飯南町
栃⽊県 栃⽊県、栃⽊市、那須町 岡⼭県 岡⼭県、岡⼭市、⽟野市、⾚磐市、奈義町、美咲町
群⾺県 前橋市、沼⽥市、みなかみ町 広島県 呉市、三原市、東広島市、安芸太⽥町
埼⽟県 秩⽗市、和光市、坂⼾市、越⽣町、鳩⼭町、⼩⿅野町 ⼭⼝県 ⼭⼝県、宇部市、⼭⼝市、萩市、美祢市、周防⼤島町
千葉県 銚⼦市、館⼭市、旭市、鴨川市、匝瑳市、いすみ市、⻑柄町、御宿町 徳島県 徳島県、美⾺市、三好市、那賀町、牟岐町、海陽町、板野町
東京都 杉並区、豊島区、⻘梅市、⽻村市 ⾹川県 琴平町
神奈川県 横須賀市、茅ヶ崎市、三浦市 愛媛県 愛媛県、松⼭市、宇和島市、⼋幡浜市、新居浜市、⼤洲市、久万⾼原町
新潟県 新潟市、⽷⿂川市、妙⾼市、南⿂沼市、聖籠町 ⾼知県 ⾼知県、⾼知市、⾹南市、本⼭町、⼟佐町、佐川町、⽇⾼村

富⼭県 ⼩⽮部市、⼊善町 福岡県 北九州市、⼤牟⽥市、⽥川市、⾏橋市、うきは市、朝倉市、遠賀町、⼩
⽵町、広川町、⼤任町、⾚村、福智町

⽯川県 輪島市、⽩⼭市 佐賀県 ⼤町町
福井県 鯖江市 ⻑崎県 ⻑崎県、佐世保市、平⼾市、壱岐市、⻄海市、雲仙市、⻑与町、佐々町
⼭梨県 ⼭梨県、都留市、⼤⽉市、笛吹市、⾝延町 熊本県 熊本市、⽟東町

⻑野県 ⻑野県、松本市、上⽥市、岡⾕市、諏訪市、中野市、⼤町市、佐久市、富
⼠⾒町、⾼森町、⽊曽町、⽣坂村、⼭形村、⼩⾕村、⼩布施町、飯綱町 ⼤分県 ⼤分県、別府市、⾅杵市、豊後⾼⽥市、杵築市

岐⾩県 ⼤垣市、恵那市、養⽼町 宮崎県 宮崎市、⼩林市
静岡県 静岡県、静岡市、南伊⾖町、清⽔町 ⿅児島県 ⿅児島市、伊佐市、南種⼦町、⼤和村、瀬⼾内町、⿓郷町、伊仙町
愛知県 愛知県、名古屋市、瀬⼾市、春⽇井市、豊⽥市、南知多町 沖縄県 ⽯垣市、恩納村、北⼤東村

三重県 - 合計 推進意向有：263団体
うち、地⽅版総合戦略に盛込済or盛込予定：220団体

※『⾚字下線』は「⽣涯活躍のまち」に関連する取組を地⽅版総合戦略に盛り込む予定（既に盛り込み済）の地⽅⾃治体。

【参考】「⽣涯活躍のまち」構想に関する意向等調査結果（平成27年11⽉1⽇時点）
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